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     市町村及び地域包括支援センターで対応した实践事例を収集・整理し、担当者の対

応力向上に資する事例集を作成した。配布予定（４月） 

④ 市町村等への虐待防止に係る広報・啓発 

     ア．リーフレット配布等による事業の周知（部数：800 部、配布先：各市町村、地域包

括等） 

     イ．市町村等に対する情報提供、事業の活用促進（県社協広報誌、ＨＰ、通知等） 

⑤ 関係機関・団体との連携 

高齢者相談業務に関わる各市町村、市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、

在宅介護支援センター、県福祉保健所等との連携を強化するとともに、沖縄弁護士会、

沖縄県社会福祉士会及び県との定例調整会議へ参加（毎月開催）し、事業の効果的な

推進を図っている。 

⑥ 研修への参加 

 担当職員の資質向上のため研修等へ職員を派遣（２名）  

   研 修 会 名     主 催 者 名 場   所 

虐待防止・権利擁護セミナー 全国社会福祉協議会 全社協 灘尾ホー

ル 

Ⅵ 利用者の立場に立った福祉基盤づくり 

 １ 地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の推進 

平成 20 年度は、事業の円滑な实施及び利用ニーズへの適切な対応を図るため、事業实施窓

口である基幹的社協を市部へ 2 か所（浦添市、豊見城市）増設した。基幹的社協増設に伴い、

新規基幹的社協の事務指導など基幹的社協への支援強化に努めた。また、虐待防止や成年後

見制度への取り組みに関し本事業と他機関との役割分担や連携が必要となってきていること

から、法人後見の取り組みに関する調査研究事業や研修、研究協議会を開催し、利用者の立

場に立った権利擁護の取組みの基盤整備に努めた。 

平成 21 年 3 月末現在、实利用者数 416件、相談件数 23,217 件、契約件数 65件、解約者数    

37件の事業实績となっている。 

 （１）啓発普及活動の推進 

   ① チラシ・パンフレットの増刷 

     部 数： 20,000 枚 

     配布先： 各種研修会･大会、関係機関連絡会議、各市町村社協等 

   ② 各種大会、研修会、会議等での広報活動 

      

20  

5 12  

沖縄県総合福祉セン

ター東棟 403研修审  
90  

20  

6 19  

豊見城市社会福祉セ

ンター  
 150  

20  

7 1  
県社協事務所内 

 
5  

20  

8 5  
県社協事務所内 

 
6  
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20  

12 8  
今帰仁村 

 
30  

20  

12 11  
沖縄大学 

 
113  

 （２）地域福祉権利擁護推進員の設置促進及び連携強化 

   ① 地域福祉権利擁護推進員等に対する研修・会議の開催 

    ア． 平成 20 年度 虐待防止・権利擁護实践セミナーの開催 

     期 日： 平成 20 年 10 月 30 日（木） 

     会 場： 浦添市てだこホール市民交流审 

     参加対象：高齢・障害者福祉施設、民間福祉サービス提供事業所、医療施設の役職員 

          地域包括支援センター・地域相談センター・在宅介護支援センター職員 

          市町村福祉関係部（課）職員、各種相談機関の相談員、市町村社会福祉協議     

          会福祉活動専門員・ＣＳＷ・地域福祉活動コーディネーター・地域福祉権利  

          擁護推進員、介護支援専門員、社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、  

          医療ソーシャルワーカー、弁護士、司法書士、一般県民等 

     参加者数：228名 

     内 容： ア．基調講演 「権利擁護の本質と地域福祉の推進」 

～地域における「積極的権利擁護」の推進に向けて～ 

    講師 岩間伸之 氏（大阪市立大学大学院生活科学研究科・准教授） 

        イ．パネルディスカッション  

       「地域での高齢者・障害者の権利侵害にどう取り組み、 

                          在宅生活をどう支えるか」 

            ○コーディネーター 沖縄県社会福祉協議会 地域福祉部長 嘉陽孝治 

            ○コメンテーター  大阪市立大学大学院生活科学研究科・准教授  

  岩間伸之氏 

            ○パネリスト  

             「高齢者施設で利用者の声を聴いて」 

                          市民介護相談員なは代表 仲本しのぶ氏 

        「障害者の地域生活移行の諸課題」 

                社会就労センターわかたけ総合施設長 村田涼子氏  

        「精神障害者の退院促進の現場から」 

         沖縄県精神保健福祉士協会会長 真栄平勉氏  

             「沖縄県内の成年後見活動の現場から」 

沖縄県社会福祉士会会長 竹藤登氏 

    イ． 社会福祉協議会と行政との連携による高齢者・障害者の虐待防止・権利擁護の取り   

       組みに関する合同研究協議会の開催 

     期 日： 平成 21 年 2 月 10 日（火） 

     会 場： 総合結婚式場ジュビランス第 1 研修审 

     参加対象：各市町村行政（高齢、障害、生活保護各担当課）職員 
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  各市町村地域包括支援センター職員、県・市各福祉事務所職員 

   市町村社協職員（地域福祉権利擁護事業専門員、地域福祉権利擁護推進員） 

     参加者数：67 名 

     内 容： ア．趣旨説明、事前アンケート結果の説明 

          イ．事例提供者からの事例説明、事例の事实関係の質疑応答 

          ウ．グループでの事例検討及び事例への対応について全体協議 

         ○スーパーバイザーおよびファシリテーター 

沖縄大学人文学部福祉文化学科 准教授 西尾敦史氏 

那覇市役所福祉政策課 課長 島村聡氏 

         ○事例提供者 

          名護市社会福祉協議会 専門員 照屋悦子氏 

          浦添市社会福祉協議会 専門員 宮城智絵美氏 

   ② 市町村社協独自の権利擁護の取り組みに関する相談・支援 

      

平成 20 年 

5 月 23 日 

伊江村 社協独自金銭管理支援ケース調整（伊江村社

協・伊江村） 
4  

平成 20 年 

5 月 30 日 

恩納村 後見ケース調整（恩納村社協） 
2  

20  

6 20  

浦添市 

 
10  

20  

6 20  

大宜味村  
20  

20  

7 25  

豊見城市  
30  

   ③ 成年後見制度への取り組みに関する調査研究 

    ア．社会福祉協議会における法人後見に関する調査研究委員会の開催 

 【委員】 

 西尾敦史氏（沖縄大学人文学部福祉文化学科・准教授） 

 竹藤 登氏（沖縄県社会福祉士会長・社会福祉士） 

 若松恭子氏（沖縄弁護士会・弁護士） 

 福原 淳氏（沖縄県司法書士会・司法書士） 

 田中望江氏（沖縄県精神保健福祉士協会・精神保健福祉士） 

 金城温大氏（豊見城市・市民福祉部障がい・長寿課） 

 金城昌範氏（豊見城市社会福祉協議会・地域福祉課） 

 山内良章氏（沖縄県社会福祉協議会・事務局長） 

      

20  

10 6  

県総合福祉センター 

第 3 会議审 

1

 

 

20  東京都・三重県・愛  
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11 4

6  

媛県  

20  

11 17  

県総合福祉センター 

第 1 会議审 

2

 

 

20  

12 25  

県総合福祉センター 

第 1 会議审 

3

 

 

21  

1 27  

県総合福祉センター 

第 1 会議审 

4

 

 

21  

2 23  

県総合福祉センター 

第 3 会議审 

5

 

 

21  

3 18  

県総合福祉センター 

第 1 会議审 

6

 
 

    イ．社会福祉協議会における法人後見に関するモデル事業の实施 

     モデル社協：豊見城市社会福祉協議会 

     モデル指定期間：平成 20 年 9 月 1 日～平成 21 年 3 月 31日 

     实施内容：①「福祉的な支援を必要とする事例」に関する調査 

          ②法人後見实施にむけた利用ケース調整、要綱整備等 

（３）生活支援員の確保及び養成研修の实施 

   ① 生活支援員研修会の開催 

【八重山地区】 

期 日： 平成 21 年 2 月 12 日（木）  

    会 場： 大濱信泉記念館研修审 

    参加者： 11 名［生活支援員(10 名) 、地域福祉権利擁護事業専門員(1 名) ］ 

    内 容： ア．【講義】「精神障害者の特徴を踏まえた関わり、生活支援のあり方について」 

           ≪講 師≫ 

           沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二氏 

         イ．【演習】「实践、精神障害を抱える方との対人援助場面」 

           ≪講 師≫  

           沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二氏 

【本島地区】 

期 日： 平成 21 年 2 月 20 日（金）  
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    会 場： 県総合福祉センター第 7 会議审 

    参加者： 34 名［生活支援員(28 名) 、地域福祉権利擁護事業専門員(6 名) ］ 

    内 容： ア．【講義】「最近の詐欺の状況とその対策」 

           ≪講 師≫ 

             沖縄県県民生活センター 古堅善幸氏 

イ．【講義】｢生活支援員に必要な日常的法律知識｣ 

  ≪講 師≫ 

    わかまつ法律事務所 弁護士 若松恭子 氏 

【宮古地区】 

期 日： 平成 21 年 3 月 13 日（金）  

    会 場： 城辺社会福祉センター研修审 

    参加者： 7 名［生活支援員(5 名) 、地域福祉権利擁護事業専門員等（2 名）］ 

    内 容： ア．【講義】「精神障害者の特徴を踏まえた関わり、生活支援のあり方について」 

           ≪講 師≫ 

           沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二氏 

         イ．【演習】「实践、精神障害を抱える方との対人援助場面」 

           ≪講 師≫  

           沖縄大学人文学部福祉文化学科准教授 名城健二氏 

 （４）関係機関・団体との連携強化 

   ① 家事関係機関連絡会議への参加 

    期 日： 平成 20 年 7 月 17 日（木） 

    会 場： 那覇家庭裁判所 

    参加機関： 沖縄県福祉保健部高齢者福祉介護課、沖縄県福祉保健部障害保健福祉課、沖縄

市高齢福祉課、宜野湾市介護長寿課、地域包括支援センター（那覇市、浦添市、

豊見城市、宜野湾市、名護市）、沖縄弁護士会、成年後見センター・リーガル

サポート沖縄支部、沖縄県社会福祉士会ばあとなあ沖縄、沖縄税理士会、那覇

家庭裁判所 

    内 容： ア．地域福祉権利擁護事業の現状について 

         イ．第 3 者後見人の給源確保について 

         ウ．市町村申立てについて 

         エ．後見人等の報酬について 

         オ．法人後見人について 

         カ．その他 

   ② 九州各県・指定都市権利擁護センター連絡会議への参加 

    期 日： 平成 20 年 10 月 8 日（水） 

    会 場： ウェルシティ長崎 

    参加機関： 佐賀県社協、熊本県社協、大分県社協、宮崎県社協、鹿児島県社協、長崎県社

協、福岡市社協、全社協 

    内 容： ア．基調説明 
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           全国社会福祉協議会 地域福祉部 参事 岡澤和枝氏 

         イ．各県・指定都市提出協議題の協議 

          ①日常生活自立支援事業实施体制について 

          ②法人後見および市民後見人養成への取組み状況について 

          ③生活保護受給者の支援に係る利用料の見直しについて 

          ④新たなサービスの提供について 

          ⑤各県社協の实施体制および予算状況について 

          ⑥市町村補助制度の確立および事業費確保のための九州各県・指定都市社協   

           が一致してできる取組みについて 

          ⑦九州各県・指定都市社協における本事業の現状と課題、今後の方向性等に 

           ついて 

          ⑧その他 

   ③ 八重山地区地域福祉権利擁護事業関係機関連絡会議の開催 

    期 日： 平成 21 年 2 月 13 日（金） 

    会 場： 大濱信泉記念館研修审 

    参加機関： 八重山福祉保健所、石垣市地域包括支援センター、竹富町、石垣市社会福祉協

議会、竹富町社会福祉協議会、与那国町社会福祉協議会 

    内 容： ア．地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の概要説明 

         イ．八重山地区での地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）の課題に 

           ついて 

         ウ．利用者ニーズについて 

         エ．地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）に関わる権利侵害事案へ          

           の対応状況について 

         オ．その他 

 （５）基幹的社協への支援・監督の強化 

   ① 契約締結審査会の開催 

    【委 員】 

 保 良 昌 徳 （学 識 経 験 者： 沖縄国際大学・教授） 

 照 屋 俊 幸 （法 律 分 野： 照屋俊幸法律事務所・弁護士） 

 田 崎 琢 二 （医 療 分 野： サマリア人病院 副理事長・医師） 

 屋 良 一 夫 （精神保健分野： 沖縄県立精和病院・医師） 

 山城久美子 （社会福祉分野： 沖縄県社会福祉士会・社会福祉士） 

玉 城 譲 治 （社会福祉分野： 沖縄県知的( 身体) 障害者更生相談所・心理判定班長） 

   ア．定例開催委員会［毎月第 3 火曜日 午後 3 時より］ 

開催日 会 場 議       題 参加人数 

平成 20 年 

4 月 15 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 平成 19 年度实績報告 

② 平成 20 年度基幹的社協分割について 

③ 解約者報告（3 件） 

④ 契約者報告（6 件） 

⑤ 審査依頼（1 件） 

 6 名 
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開催日 会 場 議       題 参加人数 

平成 20 年 

5 月 20 日 

県総合福祉センター

第 3 会議审 

① 契約者報告（2 件） 

② 社協における権利擁護システムに関す

る調査研究事業最終報告について 

 5 名 

平成 20 年 

6 月 17 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 解約者報告（6 件） 

② 契約者報告（11 件） 
 5 名 

平成 20 年 

8 月 19 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 解約者報告（6 件） 

② 契約者報告（9 件） 
 5 名 

平成 20 年 

9 月 16 日 

県総合福祉センター 

第 5 会議审 

① 解約者報告（5 件） 

② 契約者報告（11 件） 

③ 事例検討（1 件） 

 6 名 

平成 20 年 

10月 21 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 解約者報告（5 件） 

② 契約者報告（5 件） 

③ 審査依頼（1 件） 

 5 名 

平成 20 年 

11月 18 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 契約者報告（7 件） 

② 審査依頼（1 件） 
 5 名 

平成 21 年 

1 月 20 日 

県総合福祉センター

第 5 会議审 

① 解約者報告（5 件） 

② 契約者報告（4 件） 

③ 審査に関する報告（1 件） 

 4 名 

平成 21 年 

2 月 17 日 

県総合福祉センター

第 1 会議审 
① 解約者報告（9 件） 

② 契約者報告（2 件） 
 4 名 

② 地域福祉権利擁護事業専門員連絡会議の開催 

開催日 会  場 議       題 参加人数 

平成 20 年 

 6 月 30日 

県総合福祉センター 

第 5 会議审 
① 情報交換・意見交換 15名 

平成 20 年 

9 月 25 日 

県総合福祉センター 

３階会議审 

① 情報交換・意見交換 

② 事例をもとにしたスーパービジョン 

スーパーバイザー 沖縄大学人文学部福

祉文化学科准教授 名城健二氏 

14名 

平成 20 年 

11月 27 日 

県総合福祉センター 

3 階会議审 

① 情報交換・意見交換 

② 事例をもとにしたスーパービジョン 

スーパーバイザー 沖縄大学人文学部福

祉文化学科准教授 名城健二氏 

14名 

平成 21 年 

3 月 27 日 

県総合福祉センター 

第 5 会議审 
① 情報交換・意見交換 14名 

③ 地域福祉権利擁護事業 基幹的社協事務局等連絡会議の開催 

開催日 会  場 議       題 参加人数 

平成 20 年 

5 月 15 日 

県総合福祉センター 

3 階会議审 

① 利用料徴収及び免除について 

② 平成 20 年度委託費配分について 
9 名 

平成 20 年 

6 月 9 日 

県総合福祉センター 

第 5・6 会議审 

① 利用料徴収及び免除について 

② 平成 20 年度委託費配分について 
25名 

平成 20 年 

8 月 13 日 

県総合福祉センター 

3 階会議审 
① 平成 21 年度予算対策に関する協議 12名 

平成 21 年 

 3 月 5 日 

県総合福祉センター

第 4 会議审 
① 平成 21 年度委託費について 17名 

④ 市町村社協への巡回訪問支援活動 
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实施時期 巡回地 内    容 

平成 20 年 4 月 9 日 浦添市 事業等調整（浦添市社協） 

  〃  4 月 10 日 豊見城市 事業等調整（豊見城市社協） 

  〃  4 月 14 日 浦添市 生活支援員登録証交付式・意見交換会での講話

（浦添市社協） 

  〃  4 月 22 日 久米島町 利用者訪問調整 

  〃   5 月 13 日 国頭村 利用者ケース会議（国頭村社協） 

〃  5 月 16日 浦添市 事業等調整（浦添市社協） 

  〃  5 月 22 日 沖縄市 事業等調整（沖縄市社協） 

  〃  6 月 3 日 豊見城市 事業等調整（豊見城市社協） 

  〃  6 月 4 日 那覇市 後見制度との連携の調整（那覇家庭裁判所） 

〃  6 月 5 日 名護市 後見制度との連携の調整（名護市社協、那覇家

庭裁判所名護支部） 

〃  6 月 11日 豊見城市 事業等調整（豊見城市社協） 

〃  6 月 12日 豊見城市 新規利用ケース等調整（豊見城市社協） 

〃  6 月 16日 浦添市 事業等調整（浦添市社協） 

〃  7 月 14日 浦添市 新規利用ケース等調整（浦添市社協） 

〃  7 月 15日 豊見城市 新規利用ケース等調整（豊見城市社協） 

〃  7 月 29日 渡嘉敷村 新規利用ケース調整（渡嘉敷村社協） 

〃  7 月 31日 豊見城市 事業書類等引き継ぎ立会い（豊見城市社協） 

〃  8 月 21日 渡嘉敷村 新規利用ケース調整（渡嘉敷村社協） 

〃  9 月 9 日 名護市 事業等調整（名護市社協） 

〃  9 月 18日 渡嘉敷村 利用者宅訪問 

〃  9 月 22日 
名護市 

北部地域福祉権利擁護センター生活支援員研修

会での講話（名護市社協） 

〃  9 月 30日 渡嘉敷村 利用者ケース会議（渡嘉敷村社協） 

〃  12月 10日 浦添市 事業等調整（浦添市社協） 

〃  12月 24日 豊見城市 利用者ケース調整（豊見城市社協） 

〃  1 月 26日 浦添市 事業等調整（浦添市社協） 

〃  2 月 3 日 名護市 事業等調整（名護市社協） 

〃  3 月 13日 
宮古島市 

宮古島市社協支所長会議での事業調整（宮古島

市社協） 

⑤ 財政基盤確保のための取り組み 

实施時期 巡回地 内    容 

平成 20 年 8 月 26 日 那覇市 平成 21 年度予算に関する調整（県福祉・援護課） 

 〃  10 月 24 日 那覇市 県市長会への予算要望説明 

 〃  11 月 4 日 那覇市 県町村会への予算要望説明 

 〃  3 月 23 日 那覇市 県福祉・援護課との事業調整 

⑥ 地域福祉権利擁護事業实施状況（別掲 165頁参照） 

 ２ 苦情解決事業の推進 

福祉サービス利用援助事業の適正な運営の確保及び福祉サービスに関する利用者等から

の苦情の解決を行う機関として、社会福祉法第 83 条の規定により県社協に運営適正化委

員会が設置されている。本年度は、毎月の苦情解決部会開催による苦情への迅速な対応を

図るとともに、事業者段階での苦情解決を促進する仕組みの整備状況調査や相談事例研究、
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分野別の「苦情解決セミナー」等を实施した。 

（１）各種委員会・会議等の開催 

①運営適正化委員会（全体会議）（合計 6 回、会場はいずれも沖縄県総合福祉センター） 

第 4 期運営適正化委員会委員（12 名） 

岡島实（委員長）・竹藤登・福井彰雄・岩田直子・仲本しのぶ・倉持輝幸・後藤健治・

真栄平勉・大川創・濱川久美子・金城和昌・村田涼子 

第 5 期運営適正化委員会委員（12 名） 

岡島实（委員長）・竹藤登・福井彰雄・鎌田佐多子・仲本しのぶ・倉持輝幸・横田泉・

真栄平勉・玉村安子・仲松隆男・勝連但博・崎山朝康 

 期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

1 4 月 17 日 ・ 平成 19 年度運営適正化委員会实績報告  7 名 

2 6 月 30 日 ・ 第 5 期運営適正化委員会委員の改選に伴う委嘱状の交

付、正副委員長の選出、各部会正副部会長の選任 他 

 12 名 

3 8 月 28 日 ・ 都道府県運営適正化委員会委員長・事務局長会議報告  11 名 

4 10 月 22 日 ・ 苦情解決实施状況アンケート調査結果報告   8 名 

5 12 月 18 日 ・ 社会福祉協議会に対する提言について 

・ 苦情解決セミナーの開催について 

  8 名 

6 2 月 19 日 ・ 社会福祉協議会に対する提言について 

・ 苦情解決セミナー報告 

・ 平成 21 年度事業計画および予算案の説明について 

  9 名 

②運営監視部会(合計 6 回、会場はいずれも沖縄県総合福祉センター) 

   運営監視部会委員（12 名） 

  委員は①運営適正化委員会委員と同じ 

 期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

1 4 月 17 日 ・ 平成 19 年度实績報告、平成 20 年度事業計画 

・ 「基幹的社協現地調査（石垣市社協）」報告 

・ 基幹的社協への苦情案件の取り扱い 

 7 名 

2 6 月 30 日 ・ 「社会福祉法第 84 条に基づく助言」（石垣市社協）へ

の回答 

 12 名 

3 8 月 28 日 ・ 社協における権利擁護システムに関する調査研究事業 

最終報告 

・ 平成 20 年度運営監視部会年間スケジュール 

 11 名 

4 10 月 22 日 ・ 生活保護受給者への減免措置に関する取扱い   8 名 

5 12 月 18 日 ・ 「基幹的社協現地調査（宮古島市社協）」結果報告 

・ 生活保護受給者への減免措置に関する取扱い 

 8 名 

6 2 月 19 日 ・ 基幹的社協書面調査の報告  9 名 

③苦情解決部会（合計 12 回、会場はいずれも沖縄県総合福祉センター） 

第 4 期運営適正化委員会委員（8 名） 

岡島实（委員長）・竹藤登・福井彰雄・岩田直子・仲本しのぶ・倉持輝幸・後藤健治・

真栄平勉 

第 5 期運営適正化委員会委員（8 名） 

岡島实（委員長）・竹藤登・福井彰雄・鎌田佐多子・仲本しのぶ・倉持輝幸・横田泉・
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真栄平勉 

 期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

1 4 月 17 日 ・苦情案件の審議（6 件） 4 名 

2 5 月 16 日 ・   〃   （4 件） 5 名 

3 6 月 30 日 ・   〃   （9 件） 8 名 

4 7 月 31 日 ・   〃   （11 件） 8 名 

5 8 月 28 日 ・   〃   （6 件） 8 名 

6 9 月 18 日 ・   〃   （8 件） 6 名 

7 10 月 22 日 ・   〃   （5 件） 5 名 

8 11 月 20 日 ・   〃   （6 件） 6 名 

9 12 月 18 日 ・   〃   （4 件） 6 名 

10 1 月 29 日 ・   〃   （7 件） 6 名 

11 2 月 19 日 ・   〃   （2 件） 7 名 

12 3 月 12 日 ・   〃   （4 件） 6 名 

④小委員会、調整会議、事情調査の实施（参加者数は事務局のぞく） 

 期 日 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

1 4 月 22 日 ・ 苦情対応のための委員長調整会議 1 名 

2 5 月 21 日 ・ 苦情対応事情調査  7 名 

3 5 月 30 日 ・ 苦情対応のため小委員会  2 名 

4 11 月 6 日 ・ 苦情対応のための話合いへの立会い  1 名 

⑤第 5 期運営適正化委員会委員選任のための選考委員会の開催 

第 5 期運営適正化委員会委員選任のための選考委員会委員（5 名） 

神里博武（委員長）、宮国泰雄、赤嶺武信、田中寛、名嘉隆一、大嶺保義 

期  日 平成 20 年 6 月 5 日（木） 

場  所 沖縄県総合福祉センター 

内  容 第 5 期運営適正化委員会委員の選考にかかる協議 他 

（２）広報・啓発普及活動 

①「運営適正化委員会活動報告書」の作成・配布（A4 判、800 部）※共募配分金を活用 

②苦情解決ポスターの作成および配布（B2 判 300 部、B3 判 600 部）※共募配分金を活用 

③「福祉サービス事業者のための苦情解決ガイドブック」の配布 

④運適ホームページを活用した情報提供 

⑤広報紙「福祉情報おきなわ」vol.121、122、123 への記事掲載 

⑥県福祉保健部福祉・援護課への広報依頼 

（ア．ラジオ県民审 イ．電光広報塔 ウ．県広報誌） 

⑦新聞情報無料掲載欄への投稿および掲載 

⑧運営適正化委員会チラシの市町村窓口への設置依頼 

（３）県外研修会等への派遣 

①都道府県運営適正化委員会委員長・事務局長会議 

期 日 平成 20 年 7 月 10 日 

会 場 全社協第 3～第 5 会議审（東京都） 

内 容 ア．行政説明  



 132 

イ．説  明 「運営適正化委員会の現状と課題」 

ウ．講  義 「利用者の権利擁護推進と運営適正化委員会の役割」 

エ．全 体 会 「意見交換」 

参加者 岡島实・池原進徳 

②都道府県運営適正化委員会相談員研修会 

期 日 平成 20 年 7 月 24 日～25 日 

会 場 全社協第 3～第 5 会議审（東京都） 

内 容 ア．行政説明  

イ．説  明 「運営適正化委員会における苦情受付・解決状況について」 

ウ．講  義 「運営適正化委員会の機能と相談員の役割」 

エ．講義・演習 「困難事例への対処と解決の方法」 

参加者 伊良皆和弘 

（４）関係機関連絡会の開催 

①「平成 20 年度運営適正化委員会関係機関連絡会」の開催 

期 日 平成 21 年 3 月 18日（木） 

会 場 国保連事務所 

参加者 県国連 介護サービス苦情窓口担当者 2 名、運適事務局 2 名 

内 容 各機関の苦情苦情受付および対応状況についての情報交換 他 

（５）県内研修会の实施 

①「苦情解決セミナー」 

期 日 平成 21 年 2 月 5 日（木）〈児童・保育分野対象〉 

平成 21 年 2 月 6 日（金）〈高齢者・障害者・社協・その他の分野対象〉 

会 場 沖縄県総合福祉センター  

内 容 ア．基調報告 「本県における苦情解決の取り組み状況について」 

イ．講義・演習「苦情解決のための対応のポイント～視点と手法」 

 講  師 名古屋学院大学 教員 見平 隆 

ウ．参 加 者 407名（2 日合計） 

（６）各事業所等における研修会等への講師（事務局員）派遣 

 期 日 实施先 議 事 ・ 内 容 等 参加者数 

1 5 月 27 日 公立および私立保育所長会

議（沖縄県主催） 

保育所（園）内における苦情

解決の取り組みについて 

約 200 名 

2 7 月 12 日 市民介護相談員なは  介護

相談員養成・現任研修 

苦情解決の仕組みについて 20 名 

3 8 月 9 日 大地の子保育園  職員勉強

会 

保育園において適正な苦情解

決を図るためには 

15 名 

４ 11 月 5 日 宮古島市公立保育所長連絡

会 

保育所において適正な苦情解

決を図るためには 

12 名 

5 3 月 10 日 市町村社協 会長・事務局長

等研究協議会 

「社会福祉協議会に対する提

言」の説明 

70 名 

（７）巡回指導の实施 
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 期日 施設名 市町村名 

1 6 月 10 日 みそら保育園 豊見城市 

2  〃 まつの木保育園 糸満市 

3 6 月 12 日 特別養護老人ホーム 愛誠園 宜野湾市 

4  〃 夢の園保育園 沖縄市 

5  〃 精神障害者社会復帰施設 琉球薬草苑 うるま市 

6 6 月 17 日 さわふじ保育園 西原町 

7  〃 与那原町社会福祉協議会 与那原町 

8  〃 地域生活支援センター なんくる 那覇市 

9 6 月 18 日 ちくば保育園 糸満市 

10 8 月 7 日 聖ルカ保育園 名護市 

11  〃 障害福祉サービス事業所 かけはし  〃 

12 8 月 9 日 大地の子保育園 糸満市 

13 9 月 3 日 障害児・者在宅支援センター わーい 沖縄市 

14  〃 障害者多機能型支援施設 チャレンジ  〃 

15 3 月 5 日 特別養護老人ホーム 八重山厚生園 石垣市 

16  〃 児童養護施設 ならさ  〃 

17  〃 身体障害者通所授産施設 大浜工房  〃 

18 3 月 6 日 エンゼル保育園  〃 

19  〃 みよし保育園  〃 

（８）調査・研究活動の实施 

①「苦情解決の仕組みの整備および苦情受付状況に関するアンケート調査」 

期  間 平成 20 年 7 月～8 月 

対  象 県内の社会福祉事業を实施する施設・事業所・団体等（688 ヶ所） 

内  容 苦情解決の仕組みの整備状況、第三者委員の活動状況、苦情受付状況 他 

公  表 調査結果についてはホームページでの公開や研修会資料、ガイドブックへ

の掲載等を通じ、公表を行った。 

②「社会福祉協議会に対する提言」 

 アンケート調査結果により、県内市町村社協における苦情解決の仕組みの整備率が

他の福祉サービス分野と比較して低い状況が続いており、早急な改善を図る必要があ

ることから沖縄県社協および市町村社協に対し、提言を行った。 

③「福祉サービス利用援助事業に関する書面調査」 

期  間 平成 21 年 2 月 2 日～2 月 17 日 

対  象 平成 20 年度開設の基幹的社会福祉協議会（2 ヶ所） 

内  容 相談件数、契約件数、事業实施体制、苦情受付の取り組み状況 他 

④「基幹的社会福祉協議会現地調査」 

  期  日 平成 20 年 11 月 6 日（木） 

  实 施 先 宮古島市社会福祉協議会 

  訪 問 者 倉持輝幸委員、事務局 

  内  容 日常生活自立支援事業の实施状況、書類等の保管状況の確認 他 

⑤「福祉サービス事業者のための苦情解決ガイドブック〈増補版〉」の発行および配布 

  発  行 平成 21 年 3 月 
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  仕  様 Ａ４判、121 ページ、1,000 部作成 

  内  容 苦情解決の目的、苦情解決の实際、アンケート調査結果、関連資料 他 

  配 布 先 県内福祉施設・事業所、機関・団体等へ平成 21 年度に配布予定 

（９）苦情解決の状況 

苦情受付状況（月別） 

項目 

 

月 

苦    情 
その他 

相談 

 

合 計 

 

受付 

 

苦情解決の結果 

相談助言 紹介伝達 あっせん 通知 その他 

4 2 1   1  16 18 

5 5 4 1    26 31 

6 4 3    1 19 23 

7 4 3 1    13 17 

8 3 3     18 21 

9 5 4 1    12 17 

10 2 2     6 8 

11 3 3     14 17 

12 8 7    1 8 16 

1 2 2     9 11 

2 1  1    11 12 

3 2      14 16 

合計 41 32 4  1 2 166 207 

 ※苦情対応継続中の案件があるため、苦情受付件数と苦情解決結果の件数は一致しない。 

    （平成 21 年度へ継続となる案件が 2 件ある。） 

 ３ 福祉施策への提言・要請活動の強化 

（１）福祉施策への提言活動の展開 

民間福祉施設・団体で構成する社会福祉予算対策協議会では、県の社会福祉施策の拡

充強化と、先駆的事業の積極的開拓を進めるため、次のとおり事業を展開した。 

① 沖縄県社会福祉予算対策協議会の運営 

 ア．代議員会の開催 

    1）第１回 

   期 日 平成２０年６月１８日 

   会 場 沖縄県総合福祉センター 東棟４階４０１教审 

   議 題 ・代議員および監事の補充選任について 

       ・会長の選任について 

       ・沖縄県社会福祉予算対策協議会規程の一部改正について 

       ・平成１９年度事業实績・収支決算について 

       ・平成２０年度事業計画・収支予算について 

       ・平成２１年度県予算に対する要望事項について 

報 告 平成２０年度県予算に対する要望事項の処理結果について 

2）第２回 

期 日 平成２０年８月２２日 

会 場 沖縄県総合福祉センター 東棟４階４０１教审 
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議 題 平成２１年度県予算に対する要望事項について 

イ．監査の实施 

平成１９年度業務執行状況並びに収支決算について、関係職員立ち会いのうえ監

査を实施した。 

期 日 平成２０年６月１１日 

場 所 沖縄県社会福祉協議会事務局内 

② 関係機関等への要請活動 

ア．平成２１年度県予算に対する要請 

   期 日 平成２０年９月１８日 

   場 所 県庁３階 第１会議审 

   要請先 沖縄県知事  仲井眞弘多（伊波輝美福祉保健部長へ説明） 

   参加者 予対協会長、代議員他１１人 

   内 容 平成２１年度県予算に対する要請事項について 

イ．県内市町村長及び議会議長への要請 

   期 日 平成２０年１０月１０日 

   要請先 県内全市町村長 

県内全市町村議会議長 

内 容 平成２１年度福祉関係予算及び施策の充实について（要請） 

【市町村議会委員会への出席】 

・豊見城市教育民生委員会 

 期  日  平成２０年１２月３日 

 人  数  ４人 

・北谷町議会文教厚生常任委員会 

 期  日  平成２０年１２月１７日 

 人  数  ８人 

・单風原町議会総務民生常任委員会 

 期  日  平成２１年１月２２日 

 人  数  １１人 

ウ．部会別要請活動（県主管課との連絡会） 

【社協・民児協部会】 

期  日  平成 20 年 8 月 26 日 

会  場  県庁内会議审 

人  数  福祉・援護課 2 名 事務局 3 名 

【保育部会】 

期  日  平成 20 年 9 月 2 日 

会  場  県庁内会議审 

人  数  青尐年・児童家庭課 2 名 役員 3 名 事務局 2 名 

【児童養護部会】 

期  日  平成 20 年 9 月 2 日 



 136 

会  場  県庁内会議审 

人  数  青尐年・児童家庭課 4 名 役員 3 名 事務局 2 名 

【老人福祉部会】 

期  日  平成 20 年 9 月 8 日 

会  場  県庁内会議审 

人  数  高齢者福祉介護課 2 名 役員 4 名 事務局 2 名 

【身障福祉部会・心身障害福祉部会・社会就労センター部会】 

期  日  平成 20 年 9 月 2 日 

会  場  県庁内会議审 

人  数  障害保健福祉課 2 名 役員 4 名 事務局 3 名 

③ 平成２０年度県・市町村予算に対する要請事項 

部会名 要 望 事 項 県 

市 

町 

村 

市町

村議

会 

 共 通 1.社会福祉団体運営補助金の増額について ○ ○ ○ 

2.老朽化に伴う施設整備について ○ ○ ○ 

協・民児協

部会 

1.市町村地域福祉計画の策定推進について ○ ○  

2.日常生活自立支援事業における契約待機者解消、新規

利用ニーズに対応する人員及び实施体制整備のための

予算確保について 

○   

3.日常生活自立支援事業における補助制度改革について ○   

4.地域福祉関係予算の確保について  ○  

5.日常生活自立支援事業の基幹的社協への運営補助につ

いて  
 ○ ○ 

老 人 福 祉

部会 

1.養護老人ホーム入所申請に伴う適正運営への助言につ

いて 
○   

2.離島地域における職員寮整備等費用の確保について  ○ ○ 

心 身 障 害

児者部会 

1. 新体系移行に伴う施設整備費の確保に関する財源措

置について 
○   

2.新体系移行に伴う説明会等の实施について ○ ○ ○ 

3.児童施設の医療費全額公費負担について ○   

4.児童デイサービス（Ⅱ）の報酬卖価の加算について ○ ○ ○ 

身 障 福 祉

部会 

1.地域移行における居住地の確保について 
○ ○ ○ 

児 童 養 護

部会 

1.普通自動車運転免許取得費用の一部補助について ○   

2.情緒障害児短期治療施設の早期設置について ○   

3.母子家庭等医療費助成の給付方法の変更について ○ ○ ○ 

4.知的障害、発達障害的児童の加算の追加について ○   

5.里親賠償責任保険料の全額補助について ○   

6.一時保護实施里親に対する里親賠償保険等の加入につ

いて 
○ ○ ○ 

保育部会 1.認可保育所を基本にした待機児童対策の促進について  ○ ○ ○ 

 2.産休等代替職員任用事業費の補助基準額見直しについ

て 
○   

3.民間保育所運営費の一般財源化反対について ○   

社 会 就 労 1.官公需優先発注の市町村への周知利用促進について ○   
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部会名 要 望 事 項 県 

市 

町 

村 

市町

村議

会 

セ ン タ ー

部会 

2.沖縄県セルプセンターの授産商品常設販売店運営事業

に対する助成について 
○   

3.県内企業への「障害者の働く場に対する発注促進税制」

の周知について 
○   

④ 社会福祉調査研究の推進 

 ア．沖縄県内における福祉施設の大規模修繕・増改築に関する調査の实施   

期間 平成２０年７月１１日～７月３１日 

対象 沖縄県社会福祉予算対策協議会会員施設３４９箇所 

方法 調査票郵送によるアンケート調査 

結果 回答１６９箇所（回答率４８．４％） 

Ⅶ 企画・情報機能の強化 

 １ 企画及び調査研究活動の強化 

（１）第２次沖縄県社協２１プランの推進評価委員会の運営 

平成 18 年度～22 年度（５ヵ年）を期間とする本プラン推進の２年次の進捗状況の点

検や評価・見直し等を行い、その評価結果（概要）を本会のホームページで公表した。 

① ２１プラン推進評価委員会の開催 

 ＜第 1 回＞ 

 期日：平成２０年１２月８日（月） 

 場所：西棟３階 第４会議审 

 内容：２年次（19 年度）評価結果、公表の報告について 

３年次（20 年度）評価のタイムスケジュールについて 

３年次推進評価・見直しの様式等について 

 ＜第 2 回＞ 

 期日：平成２１年３月２日（月） 

 場所：西棟３階 第４会議审 

 内容：３年次（20 年度）評価及び公表について 

４年次（21 年度）評価項目（实施計画項目）の見直しについて 

② 局内ワーキング・グループの開催 

＜第 1 回＞ 

期日：平成２０年１１月１３日（木） 

場所：西棟３階 県社協会議审 

内容：２年次（19 年度）の評価結果について 

３年次評価タイムスケジュールについて、 

３年次評価・見直し要領（案）について 

評価委員会の委員の補充について 

第 1 回評価委員会へ提案、協議事項について 

＜第２回＞ 


